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今回の制度改革によって都道府県も国保の保険者となることに伴い、これまで市町村ごとに行っていた資格

管理が、都道府県単位で管理する仕組みへと見直されます。

◎このことにより、平成３０年度以降は、被保険者の方が鹿児島県内の他市町村へ住所異動した場合でも、

「鹿児島県の国民健康保険被保険者」の資格を継続することとなります。

※鹿児島県外への住所異動の場合には、資格の喪失及び取得が生じることとなります。

国民健康保険制度では、高額な医療にかかった場合、被保険者の所得に応じて医療機関等での自己負担

が一定限度額までで済む制度（高額療養費制度）があります。

また、１年間のうち、高額療養費に４回以上該当した場合（「多数回該当」といいます）、限度額が変わります。

（たとえば、市民税非課税世帯では自己負担限度額は35,400円ですが、多数回該当の場合、24,600円となり

ます。）

◎これまでは、市町村をまたいで転居（住所異動）した場合、高額療養費の該当回数は通算されませんでし

たが、平成３０年度からは同一県内での転居の場合（※）、該当回数が通算されるようになります。

    ※転居の際に、住民票の世帯構成が同じである等の条件（「世帯の継続性が保たれている」場合）があり

ます。

①  国保加入者（被保険者）の資格管理が、都道府県単位に変わります。

②  高額療養費の多数回該当の通算方法が変わります。

変わらないこと

変わること

下記については、これまでどおり市役所窓口でお手続きしていただきます。

  ・加入、脱退の手続きや、被保険者証の発行に関すること
  ・高額療養費、出産育児一時金、葬祭費等の保険給付に関すること
  ・国民健康保険税の賦課、徴収に関すること
  ・特定健診などの保健事業に関すること

下記については、平成３０年度以降、制度改正により変更となります。以下でご説
明します。

  ① 国保加入者（被保険者）の資格管理（都道府県単位に）
 
  ② 高額療養費の多数回該当通算方法


